






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































29.5（46.9／31.4）％。「「区」 は 今 よ り も「都」
との一体感を増し、各「区」間の格差をなくすよ
うにすべき」が38.5（11.1／32.7）％となった。
　区民、職員ともに、行政の仕事は都よりも区が
中心に行う方がよいと考えているが、区間の行政
の水準に格差が生じることは、特に区民の方は望
んでいないようである。また、非管理職の傾向は
区民意識調査の結果に近いことがわかる。
　ところで、板橋区の職員意識調査では、人事制
度に関して、特別区人事委員会と各区の役割につ
いても調査をしている。管理職と非管理職の調査
結果である（括弧内は非管理職）。①「23区の職
員は、現行の特別区人事委員会で採用・選考され
るのと、各区が独自採用・選考するのとで、どち
らが良いか」について、「特別区人事委員会が良
い」 が 55.6（35.3）％、「各区独自が良い」25.9
（35.9）％となっている。②「23区の管理職試験
は、現行の特別区人事委員会で行われるのと、各
区が独自に行うのでは、どちらが良いか」につい
て、「特別区人事委員会が良い」54.3（41.8）％、
「各区独自が良い」22.2（26.8）％。③「23区職員
の給料は特別区人事委員会で定められています
が、現行の23区統一基準と、各区の独自基準で
はどちらが良いか」について、「23区統一基準が
良い」66.7（65.4）％、「各区独自基準が良い」
14.8（14.4）％、であった。
　管理職も非管理職も、それぞれ各区独自で行う
よりも、特別区人事委員会で行う方への支持が高
い傾向にある。給料をはじめ人事行政について
は、23区での一体的な運営への評価が高いよう
である。これは、板橋区に限ってであるが、配属
職員制度を廃止した1974年改革が成功し、特別
区人事委員会が職員の中で定着している表れとも
いえるだろう。
　採用について「特別区人事委員会が良い」理由
（自由意見）としては、スケールメリットがある。
まとまった方が経費負担の軽減が図れる。人事交
流をするためには特別区人事委員会が良い。1区
あたりの採用人数が少ない職種についてはまとめ
て広く採用したほうが良いなどが挙げられてい
る。
　また、管理職選考について「特別区人事委員会
が良い」理由（自由意見）としては、公平性や客
観性が担保される。経費の面で有利である。管理
職は23区全体の共有財産という回答もあった。
給料について「23区統一基準が良い」理由（自
由意見）は、財政力の違いが給料に反映されてし
まう（板橋区の場合給料が下がる）という意見が
多かった。
　また、興味深いのは、管理職の調査結果であ
る。管理職は、人事行政について特別区人事委員
会の役割、つまり23区の一体性を重視している
が、他方で、「区」によって行政の内容や水準に
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差が生じても、今よりも「区」の自主性を強める
べきと回答しているのである。管理職は、区民か
ら職員給料は23区統一なのに、行政の内容や水
準が違うのはなぜか、また、職員の待遇だけが守
られているのではないかとの疑問が出されたとき
に説得的に答えられるのだろうか。「他の区と行
政サービス・基準の違いについて、区民から要
望、意見、苦情等が寄せられたとき、どのように
答えているか」という設問では、76.5％（管理
職）が「自治体が異なるので止むを得ない」と回
答しているのである。もっとも、そうした批判は
覚悟のうえで、それだけ現在の特別区人事委員会
が担う採用、管理職選考、研修および給与制度な
どについて合理的という評価があるのかもしれな
い。
　さらに、現在のところ、各区の格差が大きく問
題になるほど行政サービスの内容や水準に差が出
ていないこともあるのだろう。すなわち、23区
には都区財政調整制度によって、調整3税（固定
資産税、 市町村民税法人分、 特別土地保有税
（2003年度以降課税停止））を原資として、都心
区での余剰財源を周辺区に配分する仕組みがあ
り、全国的見れば財政は恵まれた状況にあって、
例えば職員数なども周辺自治体と比較して多い傾
向にあるためである（板橋区2011：127）。
おわりに
　これまで、区長公選制を廃止し特別区を内部団
体とした1952年の都区制度改革を出発点にして、
特別区の自治権拡充運動や戦後の主要な都区制度
改革の展開を振り返りながら、特別区側の人事行
政の共同処理のはじまり、都配属職員制度の問題
点、配属職員の区職員への身分切替に伴う過渡的
な人事行政の仕組み、そして特別区人事委員会の
設立までを分析してきた。特別区は、事務権限を
引き受けることでの分権を成功させてきたともい
われる。人事行政の場合、それは採用事務、昇任
選考事務、研修事務、定数管理事務および給与勧
告事務などであり、都からの権限移譲に対し、任
用や給与関係の根幹的な業務について共同処理を
する仕組みを確立したことに特徴があり、特別区
人事委員会が受け皿となったのである。すなわ
ち、人事面での都区間の一体性を弱め、かつ改革
による混乱を防ぎ秩序ある人事行政を維持するた
めに、労使が協調して23区相互間の一体性を強
化してきたといえるのである。
　配属職員を円滑に身分切替させ区長の人事権を
確立するには、たしかに人事委員会の共同設置は
必要だったのかもしれない。板橋区での職員意識
調査の結果にあるように、職員の特別区人事委員
会の役割への評価も高い。しかし、現在のような
23区一体的な人事行政を実施できる一つの理由
は、都区財政調整制度により、23区間の行政水
準がある程度保たれているからであろう。
　本稿では、人事行政について、定員管理と都区
財政調整における人件費算定との関係については
十分扱うことができなかったし、今日求められて
いる能力実績主義的な人事評価制度の各区での導
入状況などにも触れていない。そのため、人事行
政の共同処理のメリットや課題を多面的に検討す
ることはできていない。また、都区制度改革全般
へと視野を拡げるならば、都区間での事務権限移
譲が中心的な課題となっており、事務移譲に係わ
る分析や都区財政調整制度のあり方などの検討も
必要である。これらは今後の課題である。
　　　　　　　　　　
［注］
 1	 大都市地域における行政の一体性および統一性の確保
に関して、2000年都区制度改革における地方自治法等
の一部を改正する法律案（都区制度改革関係）想定問答
では、「人口が高度に集中する大都市地域は、きわめて
小さな区域の中にきわめて膨大な人口が生活をしている
という特殊性をもっており、事実上は一つの大都市社会
を形成している。このような特殊性をもった地域におい
て合理的、能率的に行政が行われるためには、ばらばら
に独立した主体により行政が行われるのではなく、当該
地域における行政が一元的にまとめて行われること、ま
た、当該地域において同一の意思の下に同一の内容の行
政が行われることが必要となるものであることから、そ
の確保が問題となる」との説明がなされている（自治省
2000：209）。
 2	 特別区制度の変遷については、地方自治総合研究所／
村上（2000）、森（1987）による。
 3	 地方自治法施行令210条（当時）の規定に関しては、
「都と特別区の一体性は人事の面においても配慮されな
ければならない」（長野1953：879）と解釈されていた。
 4	 地方自治庁設置法4条により置かれ、地方公共団体の
早稲田政治公法研究　第97号
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行財政・職員に関する法令案などは当会議の議決を経る
こととなっていた。委員12人は、内閣総理大臣の任命
で、議長は地方自治庁長官である。
 5	 大森／特別区協議会（2010：26‒27）は、都側が権限
移譲を是認しなかった理由として、当時の地方自治法附
則第2条ただし書の規定により、市としての権能を持つ
ことが定められていただけでなく、「都こそ基礎的地方
公共団体であるべき」という旧東京都制（事実上の東京
市）の考え方が払拭できなかったことにあるとする。
 6	 特別市は都道府県の区域外とし、都道府県および市に
属する事務を処理する大都市自治体制度である。1956年
の地方自治法改正で特別市制は削除され、政令指定都市
制度が成立した。
 7	 普通地方公共団体ならびに特別市および特別区は、そ
の事務の一部を共同処理するため、協議により規約を定
め、都道府県および特別市の加入するものにあっては内
閣総理大臣、その他の者にあっては都道府県知事の許可
を得て、地方公共団体の組合を設けることができる（旧
284条1項）。ただし、当時は、公益上必要がある場合に
おいては、都道府県知事は市町村および特別区の組合を
設けることができるとの規定が置かれていた（旧284条
4項）。1994年の地方自治法改正により、この一部事務組
合の強制設立制度は廃止された。
 8	 板橋区地方自治制度研究会（2011：6）では、「23区そ
れぞれが事務処理することは非効率であると思われる事
務であっても、都が決めるのではなく、特別区の事務と
した上で23区が共同して処理の仕方を決定し、協力して
処理する方法は、特別区の自主性・自律性を拡大させる
観点から重要なこと」と指摘する。
 9	 なお、区長公選制については、勧告に関する説明書
（東京都に関する事項）（問23）で、「勧告が前提として
いるような、性格および権能を有する特別区が憲法第93
条第2項にいう『地方公共団体』に該当しない旨の明確
な結論に達することができなかったので、勧告において
は、特別区の区長の選任方法については、一切触れない
こととしたのである。従ってそれは現在のような方法に
よる特別区の区長の公選制を是認したことを意味するも
のである」（浅井1970：501）とし、区長公選制の廃止を
説くものではなかった。
10	 特別区人事事務組合（後に特別区人事・厚生事務組
合）を共同設置したのは、当時としては人事行政の簡素
化や能率化がもちろん主たる目的であろうが、当初の旧
特別区人事事務組合が設置された（1951年8月）のは、
一部事務組合に着目していた23首都市の構想（1950年
12月）と同時期であり、事務の共同処理方式により23区
側の自主性・自律性を高める意図もあったと考えられな
くもない。しかし、参考文献の中に、それを明示する記
述は見つけられなかった。
11	 高木（1966～1971）では、1964年改革の背景、法改正
の概要および法改正に至る過程について詳細な分析がな
されている。
12	 特別区職員定数の推移（特別区政調査会1978：182‒ 
183）に基づき筆者作成。派遣職員の任命権者は都教育
委員会であり、区の学校事務職員の大部分（671／788
人）を占めていた（1974年度）（特別区政調査会1975：
128）
13	 改正の具体的な内容については、砂子田（1974）。区
長選任制の行き詰まり状況や当時の自治権拡充運動につ
いては、高木（1968：88‒93）、高木（1976：187‒194）
を参照。
14	 第 14次地方制度調査会「大都市制度に関する答申」
（1970年）では、「特別区が与えられた権限を責任をもっ
て処理することができるよう、現行の都配属職員制度
は、廃止するものとする。ただし、都と特別区および特
別区相互間の緊密な関係にかんがみ、職員の共同採用、
人事交流の促進、給与等についての共通の基準の設定等
の措置を講ずるものとする。」とした。
15	 特別区政調査会（1978：129）の答申付属資料「都か
らの人事権移管の経緯」では、1965年4月1日に都区お
よび区相互間の人事交流実施（1965年2月19日知事決裁）
とあり、配属職員の本格的な人事交流はこの時期から始
まったものと思われる。
16	 「（1）自主責任の原則　都・区の今後の人事行政は、
地方自治の本旨にしたがい、民主的能率的な行政の確保
を目的として、それぞれが自らの創意と責任にもとづき
自主的に運営することを基本とする。
（2）相互協力の原則　区相互間または都・区相互間にお
ける住民サイドからみた行政サービスや職員サイドから
みた勤務条件等の調整についても無視することはできな
いので、それぞれの今後の人事行政については、次のよ
うな対等な協力関係を確立する。ア　区相互間において
は、必要な範囲内で共通基準を設定し、共同処理を行う
とともに、これらを実質的に担保するための人事行政機
構を整備する。イ　都・区相互間においては、必要な範
囲内で前記アに準じて協力関係を確立するほか、都は区
からの求めに応じて、必要な助言等を行う。」（特別区協
議会1977：755）。
17	 例えば、管理職候補者研修、課長研修、部長研修は、
都の職員研修所と特別区職員研修所との共同実施となっ
た。
18	 任用関係で7項目①職名等（職名、職層名（例示：参
事・副参事・主事）、職務名（部長・課長・係長・一般
事務）、職種（事務系・一般技術系・医療技術系・技能
系・労務系・業務系）、②採用（採用資格基準（職種ご
との基準））、③昇任（昇任資格基準（部長級への昇任：
課長級在職6年以上））、③管理職選考（選考方法、対象
職、実施機関）、④転職（転職基準）、⑤退職及び降職
（退職基準（幹部職員57歳、一般職員63歳））、⑦人事交
流（幹部職員交流、一般職員交流）。また、給料表（等
級、号給、額）及び給料調整額、等級格付、初任給、昇
格（課長昇任に伴う昇格、特別昇格（都歴28年以上、係
長歴10年以上など）、名誉昇格（退職時に都歴30年以上
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など））、昇級（普通昇級、特別昇給）、退職手当、諸手
当など、給与関係で12項目。自己申告・職務記録（適
性希望職務等の申告又は記録など）、勤務時間・休暇等、
職務専念義務の免除など、その他5項目であった。
19	 人事委員会の共同設置については、「1952年の地方公
務員法の一部改正の通達では、政令指定都市以外の人口
15万以上の市が改正後において人事委員会を置くときは
共同で設置することできず、必ず単独で置くべきものと
述べており、特別区についても同じ趣旨によって人事委
員会を共同で設置することはできないのではないかとい
う疑問があった。しかし、この通知は、その改正前の地
方公務員法が市の人事委員会の共同設置を認めていたの
を、改正後はこれを削除したことに伴うものであって、
地方公務員法によっては人事委員会の共同設置ができな
くなったことを明らかにしたにとどまるというべきであ
ろう。」（橋本2006：106）との解釈がある。
20	 関連して、職員組合が首長、議会、住民に匹敵する新
たな一極を形成する場面が増えたことについては、寄本
（1986：186‒188）を参照。
21	 調査対象は20歳以上の板橋区民3,000人（住民基本台
帳から無作為抽出（板橋、常盤台、志村、赤塚、高島平
の5地域ごとの登録人口規模で3,000人を按分抽出））。回
収率は50.6％。調査期間は2009年11月4日～11月24日。
調査方法は郵送法。
22	 調査対象は全管理職88名（悉皆調査）と非管理職200
名を合わせた288名（非管理職は、一般職の常勤職員の
うち職員配置データ（2010年4月1日現在）から200名を
無作為抽出）。回収率は管理職92％、非管理職78.5％。調
査期間は2010年6月3日～6月17日。調査方法は郵送法
（庁内交換便）。
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